
資料５２－１ 

電子郵便約款の変更の認可 

（諮問第１１５５号） 



１



別紙 

審査結果 
郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）の規定に適合し

たものと認められることから、これを認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に定

められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

この法律又はこの法律に基づく総

務省令の規定により郵便約款で定

めることとされている事項 

適 今回廃止する電話での電子郵便の受

付は、法第４４条第１項の規定によ

り実施しなければならない特殊取扱

には該当しないため、廃止すること

は可能である。 

郵便物の引受け、配達、転送及び

還付並びに送達日数に関する事項 

適 今回の改正事項は電話での受付の廃

止のみであり、それ以外の電子郵便

の引受け、配達等に関する事項につ

いては変更がない。 

郵便に関する料金の収受に関する

事項 

適 今回の改正事項は電話での受付の廃

止のみであり、電子郵便の料金の収

受に関する事項については変更がな

い。 

その他会社の責任に関する事項 適 今回の改正事項は電話での受付の廃

止のみであり、会社の責任に関する

事項については変更がない。 

特定の者に対し不当な差別的取扱い

をするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 今回の改正事項は電話での受付の廃

止のみであり、特定の者に対し不当

な差別的取扱いをするものではな

い。 
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第１ 郵便約款の認可について 

１ 郵便約款とは 

 郵便約款とは、郵便の役務に関する具体的な提供条件（料金及

び総務省令で定める軽微な事項を除く。）を定めたもので、郵便法

（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）第６８条第１

項により、日本郵便株式会社が、郵便約款を定めることになって

いる。 
※約款とは、大量の契約を画一的･定型的に締結し、処理することを目的と

して企業があらかじめ定めておく契約条項のことをいう。

２ 総務大臣の認可 

 郵便約款の内容は、利用者の利便・利益に直接関わること等か

ら、法第６８条第１項により、総務大臣の認可を受けることとな

っている。変更する場合も同様。 

※ 料金については、法第６７条第１項により、原則、総務大

臣への届出制、第三種郵便物・第四種郵便物の料金について

は、同条第３項により、認可制となっている。

※ 書類の様式等利用者の権利・義務に重要な関係を有しない

提供条件や試験的に提供するものといった軽微な事項につい

ては、法第６８条第１項により、認可を要さない。

３ 審議会への諮問 

法第７３条第１号に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、

情報通信行政・郵政行政審議会に諮問することとなっており、今

回諮問を行っているもの。 

日本郵便（株）から認可申請書提出(２９.７.１９) 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(２９.９.５) 

総務大臣認可 

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 
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第３ 審査結果 

法の規定に適合したものと認められることから、認可することが

適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に定

められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

この法律又はこの法律に基づく総

務省令の規定により郵便約款で定

めることとされている事項 

適 今回廃止する電話での電子郵便の受

付は、法第４４条第１項の規定によ

り実施しなければならない特殊取扱

には該当しないため、廃止すること

は可能である。 

郵便物の引受け、配達、転送及び

還付並びに送達日数に関する事項 

適 今回の改正事項は電話での受付の廃

止のみであり、それ以外の電子郵便

の引受け、配達等に関する事項につ

いては変更がない。 

郵便に関する料金の収受に関する

事項 

適 今回の改正事項は電話での受付の廃

止のみであり、電子郵便の料金の収

受に関する事項については変更がな

い。 

その他会社の責任に関する事項 適 今回の改正事項は電話での受付の廃

止のみであり、会社の責任に関する

事項については変更がない。 

特定の者に対し不当な差別的取扱い

をするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 今回の改正事項は電話での受付の廃

止のみであり、特定の者に対し不当

な差別的取扱いをするものではな

い。 
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参考資料 
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１ 参照条文 

○郵便法（昭和２２年法律第１６５号）

（特殊取扱）

第四十四条 会社は、この節に定めるところによるほか、郵便約款の定めると

ころにより、書留、引受時刻証明、配達証明、内容証明及び特別送達の郵便

物の特殊取扱を実施する。  

２  会社は、前項の規定によるほか、郵便約款の定めるところにより、郵便物

の代金引換（差出人が指定した額の金銭と引換えに名あて人に交付し、その

額に相当する金額を当該差出人に支払う取扱いをいう。第五十条第一項第二

号及び第二項第四号において同じ。）その他の郵便物の特殊取扱を実施するこ

とができる。 

３ （略） 

（郵便約款）  

第六十八条 会社は、郵便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令で定め

る軽微な事項に係るものを除く。）について郵便約款を定め、総務大臣の認可

を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。  

一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていること。 

イ この法律又はこの法律に基づく総務省令の規定により郵便約款で定め

ることとされている事項

ロ 郵便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項

ハ 郵便に関する料金の収受に関する事項

ニ その他会社の責任に関する事項

二 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

（審議会等への諮問）  

第七十三条 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法 （昭

和二十三年法律第百二十号）第八条 に規定する機関をいう。）で政令で定め

るものに諮問しなければならない。  

一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認

可をしようとするとき。  

二・三  （略） 

○郵便法第七十三条の審議会等を定める政令（平成１５年政令第８３号）

 郵便法第七十三条の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵政行

政審議会とする。 




